














博士の専攻分野の名称 博 士 (文 学)
学位記番号 第 10980 τEコ7 
学位授与年月日 平成 5 年 12 月 1 日













本論文はA5 判総頁数504頁(本文467頁， Appendix 29頁，参考文献 8 頁)， 400字詰原稿用紙に換算して約1323枚
に相当する長さである。全体は 6 章から成る。第 1 章「法性」では法性の本質，法性の種類を従来の説を概観しなが
ら考察し，第 2 章「法助動詞の意味特性」では予備的考察として法助動詞の意味特性が考察される。第 3 章「法助動
詞と否定」では，法助動詞の意味分析上重要性をもっ法助動詞と否定の関係が扱われ，第 4 章「英語法助動詞の意味
分析(1)一分析方法J では，法助動詞の意味分析の方法が述べられる。第 5 章「英語法助動詞の意味分析 (2)-具体


























英語の法助動詞 can ， may , must , need と否定の関係で問題となる事柄は， これらの法助動詞の各々が否定を介し
て互いに論理的に等値 (equivalent) となるが，現実の用法においてはこのような等値の関係にある二つの「法助
動詞+notJ が必ずしも同義ではない。たとえば，義務的用法の may+not と同用法の must+not は論理的には等値
であるが，前者は「不許可J，後者は「禁止J を表わす。また，認識的用法の may+not と同用法の need+not も論




























あるものを「行為命題J と呼ぷ。法助動詞の表わす意味は，基本的には，認識的法性，義務的法性，動的法性の 3 種
類に分類できるが，第4章では，法助動詞の意味に基本的にこの 3 種類の意味が存在するのは，核意味の命題変項の
値が「真理命題J 1行為命題J 1単純命題」の 3 種類に及ぶことに由来することを示す。すなわち， can , may , must 
などの核意味の命題変項の値がこれら 3 種類の命題のいずれでもあり得ると仮定すると，たとえば He can't/may/ 








第 5 章「英語法助動詞の意味分析 (2)-具体的分析」では，第 4 章で示した意味分析法を本論文で取り扱う法助動
















しリの意を表わす)，そして動的法性 (1できる J を意味する)を表わす。さらに，認識的法性には主観的と客観的の
区別，義務的法性には遂行的と非遂行的の区別，そして動的法性には主語指向的と中立的の区別がある。また，別の
見方をすれば，話者指向的かどうか，命題指向的かどうか，陳述緩和的かどうかなどの区別もある口さらには「依









資料・実例等の実証性，用語・表現等の明断性， これらのいずれにおいても優れており，特に中心にあたる第 4 章，
第 5 章では中野氏の豊かな理論的知識と鋭し、言語感覚に裏打ちされた見事な言語分析が展開されている。こうしたこ
とから，本論文が学界に与える影響は極めて大きく，今後の研究水準を作るにあたっての重要な文献の一つになるこ
とは間違いないと思われる。本論文の数ある研究成果のうち，特に重要と思われる 3 点を整理しておく。
(1) 本論文では，法助動詞の多義性を法助動詞の核意味と発話の意味構造との相互作用によって説明しようとし
ている。核意味は外的要因と法助動調の意味核と命題という三つの要素から構成されているが，本論文の優れた，点の
一つは，その核意味において，外的要因と命題を変項として扱っている点である。例えば，外的要因を変項とするこ
とにより，それが話者なのか，主語なのか，あるいは自然的・物理的状況なのかなどによって，義務的法性，認識的
法性，動的法性の区別，さらには主語指向的か命題指向的かなどの区別が説明可能になる。また，命題を変項化する
ことによって，真理命題なら認識的法性弘行為命題なら義務的法性を，単純命題なら動的法性を表わすという対応
関係が容易に捉えられることになる。
(2) 本論文では，発話の意味構造の妥当性を副詞節を用いて示した後，法助動詞が否定を伴う場合，法性否定，
命題否定，否認の解釈がなされ，その解釈は法助動詞の種類に応じて固定していることを指摘している。本論文の第
二の重要点は，否定を伴う法助動詞のこうした固定的解釈を発話の意味構造と法助動詞の核意味との相互作用(そし
て「命題否定の原則J) を用いて見事に説明していることである。また， これは(1)と関係するが，主観的認識的法
性と客観的認識的法性，さらには遂行的義務的法性と非遂行的義務的法性などの違いをこの発話の意味構造と法助動
詞の核意味関係で柔軟に説明している点も際立つ成果である。
(3) また，本論文の分析は，法助動詞の意味変化の過程を適切に説明することができるという点でも優れた成果
を示した。つまり，法助動詞の核意味と発話の意味構造の相互作用を巧みに用いたこの分析は，ただ単に共時的なも
のとしてだけではなく，通時的なものとしてもその有効性を証明した。例えば，認識的法性を示す法助動詞の意味変
化は「命題指向的法性」→「客観的認識的法性」→「主観的認識的法性」と変化するが，それは発話の意味構造にお
いて法助動詞の作用域が「命題j →「命題的法性」→「命題態度」と拡大していったと説明する点である。
とはいえ，本論文の優れた成果にもかかわらず，難点がまったくないわけではない。例えば，法助動詞の核意味と
発話の意味構造との関係で法助動詞の持つ多義性を証明しようとしているが，副詞節の場合とパラレルに説明できな
い場合がある。例えば，法助動詞の核意味が発話の意味構造の命題態度 PA に関わるとき主観的認識を表わすが，
その時の意味構造は命題変項が真理命題になるように修正が必要なこと，また，法助動詞の核意味が発話の目的 IP
に関わるとき，顕現化の原則通りの IP を顕現しない。副詞節とまったくパラレルに説明されるなら発話の意味構造
を用いる意義があるであろうが，上で指摘したような修正が必要であるならば，発話の意味構造をたてる意義が幾分
薄れるかもしれない。
しかしながら， これらはごく些細な問題点であり，法助動詞の有する多義性を考えれば，そのようなパラレル性が
欠けても， この分析全体の理論的意義は変わらず，本論文の車越した成果を決して損なうものではない。よって本審
査委員会は，本論文を博士〈文学)の学位を授与するに十分な価値を有するものと認定するものである。
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